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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
  グランドラインとの間に正または負のいずれか一方の極性の高電圧を発生する高電圧発
生回路と、この高電圧発生回路の高電圧出力によりグランドラインとの間で放電を生じさ
せてその針先から正負両イオンを発生させる放電針と、を備えた除電装置において、
　一端側が前記高電圧発生回路出力端子に接続された抵抗分割回路と、
　前記高電圧発生回路の動作時は前記抵抗分割回路の一端側電圧を上記と同極性の高電圧
に、また、動作停止時は他端側電圧を同極性の高電圧に、交互に変化させる電圧印加回路
と、
　を備え、
　前記放電針を前記抵抗分割回路内の抵抗分割点に接続すると共に、前記抵抗分割回路の
両端側の高電圧印加デューティを変更することで当該放電針の針先から発生する正負両イ
オンの発生バランスを調整可能とした、ことを特徴とする除電装置。
【請求項２】
  グランドラインとの間に正または負のいずれかの極性の高電圧を発生する高電圧発生回
路からなる第１電源部と、
  高電圧発生回路の入力端から直接グランドラインに接続される第１経路と、
  高電圧発生回路の出力端から抵抗分割回路と第１電流制限回路とを介してグランドライ
ンに接続される第２経路と、
  高電圧発生回路の出力端から第２電流制限回路を介して接続される第３経路と、
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  上記抵抗分割回路と並列に、高電圧発生回路端側は、高電圧発生回路と同極性で接続さ
れる第２電源部と、有すると共に、
  第１電源部駆動時は抵抗分割回路のグランドライン側端がグランドライン端と実質的に
導通させる第１切替回路を有して、第２電源部の第１電源部接続端は第１電源部の電圧に
従って等電位となり、
  第１電源部休止時には、第１電源部と第２電源部の接続側端がグランドライン端と実質
的に導通させる第２切替回路を有して、第１電源部の第２電源部接続端は第２電源部の電
圧に従って、等電位となり、
  第１電源部の駆動と第２電源部の駆動に併せてグランドライン端と実質的に導通させる
ラインを切り替えることにより上記抵抗分割回路の分割点より正負の高電圧を出力する、
  ことを特徴とする除電装置。
【請求項３】
　上記第１電流制限回路として、上記第２経路の抵抗分割回路とグランドライン間にダイ
オードを接続する一方、上記第２電流制限回路として、上記第３経路の高電圧発生回路出
力とグランドライン間に抵抗を接続することで、経路の切替を行うことを特徴とする請求
項２に記載の除電装置。
【請求項４】
　上記正負の高電圧を、上記抵抗分割回路内の抵抗分割中点より出力する、ことを特徴と
する請求項２または３に記載の除電装置。
【請求項５】
　上記第２電源部がコンデンサで構成され、上記第１電源部駆動時に上記コンデンサへの
電荷蓄積を同時に行い、第１電源部休止時には、蓄積した電荷を放電して上記抵抗分割点
より正負の高電圧を発生させることを特徴とする請求項２ないしの４いずれかに記載の除
電装置。
【請求項６】
　上記第１電源部の駆動タイミングを制御手段で制御することで、上記正負の高電圧出力
の正負の高電圧印加デューティを変更するようにした、ことを特徴とする請求項２ないし
５のいずれかに記載の除電装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、除電装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
  特開２０００－５８２９０号公報（特許文献１）に開示されている除電装置では正負の
イオンを発生させるために２つの高電圧発生回路を必要とし、装置の大型化、コスト高と
いう課題がある。特開２００４－１７８８１２公報（特許文献２）に開示されている除電
装置においては、上記課題を解決するために、正負のイオンを発生させるための高電圧発
生回路を１つで構成したものである。
【０００３】
  特許文献２に開示の除電装置を、図７を参照して説明する。
【０００４】
  この除電装置は、グランドラインＧＮＤとの間に直流パルス電圧を出力する高電圧発生
回路５１と、この高電圧発生回路５１の出力端子５１Ｃに接続されるコンデンサ５２と、
このコンデンサ５２に直列接続されてグランドラインＧＮＤとの間で放電を生じさせる放
電針５３と、高電圧発生回路５１から出力される直流パルス電圧のパルス振幅を時間の経
過とともに順次大きくして直流パルス電圧の出力開始時から所定時間経過後に所定の振幅
となるように制御する電圧制御回路５４とを備え、放電針５３とグランドラインＧＮＤと
の間に交流電圧を印加することにより正負のイオンを生成するようにしたものである。
【０００５】
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  高電圧発生回路５１は入力端子５１Ａ，５１Ｂに１次巻線が接続された昇圧トランス５
５と、昇圧トランス５５の二次巻線の一端側と出力端子５１Ｃとの間に接続されてグラン
ドラインＧＮＤに対して正の直流電圧を生成するコッククロフト型の倍電圧整流回路５６
とから構成されており、出力端子５１Ｃから電圧２Ｖ1 （Ｖ）の直流電圧を出力する。昇
圧トランス５５の二次巻線の他端側が出力端子５１Ｄに接続されている。
【０００６】
  高電圧発生回路５１の入力端子５１Ａには制御回路５４により開閉動作が行なわれるス
イッチ５７が接続されており、このスイッチ５７に交流電源５８が接続されている一方、
出力端子５１Ｃにはコンデンサ５２が接続され、さらにコンデンサ５２に放電針５３が直
列接続されている。
【０００７】
  入力端子５１Ｂと出力端子５１Ｄとの間には抵抗５９が接続され、このうち入力端子５
１ＢがグランドラインＧＮＤに接続されているとともに、出力端子５１Ｃ，１Ｄ間には抵
抗６０が接続されている。また、コンデンサ５２と放電針５３との共通接続点と出力端子
５１Ｄとの間には抵抗６１が接続されている。
【０００８】
  制御回路５４は倍電圧生成回路５６から、パルス幅Ｔ、パルス間隔２Ｔの直流パルス電
圧を出力させるために、交流電源５８の周期よりも十分に長い周期、具体的には、交流電
源５８の周期の２分の１の周期でスイッチ５７を開閉動作させるようになっている。ＣＲ
微分回路６２を構成するコンデンサ５２、放電針５３及び抵抗６１の時定数は、パルス幅
Ｔよりも十分大きい値とされている。
【０００９】
  しかしながら、本願出願人が検討した結果、以上の特許文献２に開示の除電装置におい
ては、以下に述べる課題が存在する。すなわち、図７で示す除電装置においては、電源投
入時には、所定周期で開閉動作するスイッチ５７により、交流電源５８からの交流電圧が
間欠的に高電圧発生回路５１に供給されて、出力端子５１Ｃには図８（ａ）で示す電圧波
形の入力パルス電圧列が出力されるが、放電針５３には図８（ｂ）で示すような波形の針
先パルス電圧列が印加されてしまう。例えば図８（ａ）で示す入力パルス電圧列では電源
投入時以降すべてのパルス電圧高さは＋１４ｋＶに統一されている一方、図８（ｂ）で示
す針先パルス電圧列では、コンデンサ５２が存在していても、電源投入直後では、そのコ
ンデンサ５２には充電されていないから、最初の針先パルス電圧のパルス電圧高さは＋１
４ｋＶもあり、それ以降に続く針先パルス電圧のパルス電圧高さが＋１４ｋＶから次第に
低下し、最終的には針先パルス電圧のパルス電圧高さは正負の±７ｋＶに収束していくよ
うになっている。
【００１０】
  このような電源投入直後における高い針先パルス電圧は、除電対象側を高耐圧構造とす
る必要があるなど不都合であるので、これを解消するために電源投入直後のパルス電圧の
電圧高さを低くして、電源投入直後の針先パルス電圧のパルス電圧高さを低くすることが
考えられているが、それでは電源投入時での除電動作が不安定化するという課題がある。
【００１１】
  また、除電装置は、一般に放出するイオンの生成量が、正負両イオン間でイオンバラン
ス調整をする必要がある。このイオンバランス調整方法としては、（１）電圧が高い方が
イオンをより多く生成することができるので正負両イオンの高電圧出力レベルを変更する
ことでイオンバランス調整をする方法と、（２）正負両イオンそれぞれの放出の時間比率
（デューティ）を変更する方法との２つの方法がある。
【００１２】
  特許文献２の除電装置の場合、高電圧発生回路が１つであるので、上記（２）の方法と
なる。そして、例えば図９（ａ）で示すように、正イオン放出時間Ｔ１をデューティで５
０％、負イオン放出時間Ｔ２をデューティで５０％とした場合に、図９（ｂ）で示すよう
に、正イオン放出時間Ｔ１をデューティで３０％、負イオン放出時間Ｔ２をデューティで
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７０％に変更した場合、負イオンはデューティ７０％であるから、負イオン生成量は増加
する。
【００１３】
  しかしながら、この場合、コンデンサ５２により、正負両高電圧を生成して、放電針５
３から正負のイオンを発生させるようにしているために、正側の高電圧は図９（ａ）より
も図９（ｂ）で高くなり、正イオンを多く生成する側に変化し、負側の高電圧は図９（ａ
）よりも図９（ｂ）で低くなり、負イオンの生成量が少なくなる。
【００１４】
  そのため、特許文献２の除電装置の場合、正負両イオンそれぞれの放出のデューティを
変更してイオンバランスを調整しようとしても、コンデンサ５２により、デューティ通り
にはイオンバランスを調整することができず、イオンバランスの調整範囲が狭いという課
題があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１５】
【特許文献１】特開２０００－５８２９０公報
【特許文献２】特開２００４－１７８８１２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１６】
　したがって、本発明においては、正または負のいずれか一方の極性の高電圧を発生する
高電圧発生回路を用いて放電針から正負両イオンを発生させるようにした除電装置を前提
として、正負両イオンのバランス調整範囲を広くすることである。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
  本発明第１による除電装置は、グランドラインとの間に正または負のいずれか一方の極
性の高電圧を発生する高電圧発生回路と、この高電圧発生回路の高電圧出力によりグラン
ドラインとの間で放電を生じさせてその針先から正負両イオンを発生させる放電針と、を
備えた除電装置において、一端側が前記高電圧発生回路出力端子に接続された抵抗分割回
路と、前記高電圧発生回路の動作時は前記抵抗分割回路の一端側電圧を上記と同極性の高
電圧に、また、動作停止時は他端側電圧を同極性の高電圧に、交互に変化させる電圧印加
回路と、を備え、前記放電針を前記抵抗分割回路内の抵抗分割点に接続すると共に、前記
抵抗分割回路の両端側の高電圧印加デューティを変更することで当該放電針の針先から発
生する正負両イオンの発生バランスを調整可能としたことを特徴とするものである。
【００１８】
  抵抗分割回路は一端側から他端側にかけての途中部を抵抗分割点とした回路であり、例
えば２つの抵抗を直列に接続した回路の場合、両抵抗の接続部が抵抗分割点となる。また
、抵抗分割回路を１つの抵抗で構成した場合はその途中を抵抗分割点とした回路である。
【００１９】
  本発明第１では、高電圧発生回路の出力端子と放電針との間にコンデンサを介在させて
おらず、抵抗分割回路が接続されているので、電源投入直後に高い針先パルス電圧が発生
するようなことがなく、電源投入直後の除電動作が安定化する。
【００２０】
  そして、本発明第１では、抵抗分割回路の両端側の高電圧印加デューティを変更するこ
とで当該放電針の針先から発生する正負両イオンの発生バランスを調整するので、そのデ
ューティ通りに、正負両イオンのイオンバランスを調整することができ、結果、従来より
も、広い範囲でイオンバランスを調整することができるようになる。
【００２１】
  本発明第２による除電装置は、グランドラインとの間に正または負のいずれかの極性の
高電圧を発生する高電圧発生回路からなる第１電源部と、高電圧発生回路の入力端から直
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接グランドラインに接続される経路と、高電圧発生回路の出力端から抵抗分割回路と電流
制限回路とを介してグランドラインに接続される経路と、高電圧発生回路の出力端から電
流制限回路を介して接続される経路と、上記抵抗分割回路と並列に、高電圧発生回路端側
は、高電圧発生回路と同極性で接続される第２電源部とを有し、第１電源部駆動時は抵抗
分割回路のグランドライン側端がグランドライン端と実質的に導通させる切替回路を有し
、第２電源部の第１電源部接続端は第１電源部の電圧に従って等電位となり、第１電源部
休止時には、第１電源部と第２電源部の接続側端がグランドライン端と実質的に導通させ
る切替回路を有し、第１電源部の第２電源部接続端は第２電源部の電圧に従って、等電位
となり、第１電源部の駆動と第２電源部の駆動に併せてグランドライン端と実質的に導通
させるラインを切り替えることにより上記抵抗分割回路の分割点より正負の高電圧を出力
することを特徴とするものである。
【００２２】
  本発明第２では、高電圧発生回路の出力端子と放電針との間にコンデンサを介在させて
おらず、抵抗分割回路が接続されているので、電源投入直後に高い針先パルス電圧が発生
するようなことがなく、電源投入直後の除電動作が安定化する。
【００２３】
  そして、本発明第２では、上記第１電源部と第２電源部の駆動時間の比（デューティ）
を変更することで当該放電針の針先から発生する正負両イオンの発生バランスを調整する
ので、そのデューティ通りに、正負両イオンのイオンバランスを調整することができ、結
果、従来よりも、広い範囲でイオンバランスを調整することができるようになる。
【００２４】
  好ましくは、上記第１電流制限回路として、上記第２経路の抵抗分割回路とグランドラ
イン間にダイオードを接続する一方、上記第２電流制限回路として、上記第３経路の高電
圧発生回路出力とグランドライン間に抵抗を接続することで、経路の切替を行う。
【００２５】
　 好ましくは、上記正負の高電圧を、上記抵抗分割回路内の抵抗分割中点より出力する
。
【００２６】
  好ましくは、上記第２電源部がコンデンサで構成され、上記第１電源部駆動時に上記コ
ンデンサへの電荷蓄積を同時に行い、第１電源部休止時には、蓄積した電荷を放電して上
記抵抗分割点より正負の高電圧を発生させる。
【００２７】
  好ましくは、上記第１電源部の駆動タイミングを制御手段で制御することで、上記正負
の高電圧出力の正負の高電圧印加デューティを変更する。
【発明の効果】
【００２８】
  本発明によれば、正または負のいずれか一方の極性の高電圧を発生する高電圧発生回路
を１つ用いた除電装置において、放電針から発生する正負両イオンのバランス調整範囲が
広くなる。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】図１は本発明の実施の形態に係る除電装置の回路ブロック構成を示す図である。
【図２】図２は図１の要部回路構成を示し、実施の形態の除電装置において高電圧発生回
路動作時での動作説明に用いる図である。
【図３】図３は図１の要部回路構成を示し、実施の形態の除電装置において高電圧発生回
路停止時での動作説明に用いる図である。
【図４】図４は本発明の他の実施の形態に係る除電装置の回路ブロック構成を示す図であ
る。
【図５】図５は本発明のさらに他の実施の形態に係る除電装置の回路ブロック構成を示す
図である。
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【図６】図６は本発明のさらに他の実施の形態に係る除電装置の回路ブロック構成を示す
図である。
【図７】図７は従来の除電装置の回路ブロック構成を示す図である。
【図８】図８（ａ）は図７の除電装置が備える高電圧発生回路からコンデンサへの入力パ
ルス電圧波形、図８（ｂ）は同コンデンサから放電針針先への出力パルス電圧波形を示す
図である。
【図９】図９（ａ）は放電針から発生するイオンのバランス調整のため、イオン放出の時
間比率（デューティ）を示す図、図９（ｂ）は放電針から発生するイオンのバランス調整
のため、他のイオン放出のデューティを示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００３０】
  以下、添付した図面を参照して、本発明の実施の形態に係る除電装置を説明する。図１
は本発明の実施の形態に係る除電装置の回路ブロック構成を示し、同図を参照して、実施
の形態の除電装置は、高電圧発生回路１と、電圧制御回路２と、放電針３と、電圧生成回
路４と、マイクロコンピュータ５と、スイッチ６と、を備える。
【００３１】
  高電圧発生回路１は、第１電源部として、グランドラインＧＮＤとの間に直流高電圧を
出力する回路であり、トランス駆動回路１１と、トランス１２と、コッククロフト型の倍
電圧整流回路１３と、を備える。高電圧発生回路１の入力端子１ａはトランス駆動回路１
１の入力部であり、トランス駆動回路１１の出力部は、トランス１２の一次側巻線に接続
されている。トランス１２の二次側巻線両端は倍電圧整流回路１３に接続され、二次側巻
線一端側１ｂは、グランドラインＧＮＤに接続されている。
【００３２】
  電圧制御回路２は実施の形態が特徴とする回路であり、この高電圧発生回路１の出力端
子１ｃとグランドラインＧＮＤと、の間に接続されている。電圧制御回路２の詳細は後述
する。
【００３３】
  電圧生成回路４は、電圧を生成すると共に、生成した電圧を高電圧発生回路１に入力す
るための回路である。
【００３４】
  マイクロコンピュータ５は、放電針３の放電動作を制御するものであり、制御を司る中
枢であるＣＰＵや、除電プログラム格納のプログラムメモリやワークメモリ等の各種メモ
リ、その他からなり、実施の形態では、特に、スイッチ６のＯＮ／ＯＦＦを制御するよう
になっている。
【００３５】
  スイッチ６は、電圧生成回路４と高電圧発生回路１との間に設けられて、マイクロコン
ピュータ５によりＯＮ／ＯＦＦ（スイッチ開閉）を制御されることで、電圧生成回路４の
出力を高電圧発生回路１に入力するようになっている。このスイッチ６がＯＮしていると
きは、高電圧発生回路１は高電圧を出力する動作状態にあり、スイッチ６がＯＦＦしてい
るときは、高電圧発生回路１は高電圧の出力を停止する状態となる。
【００３６】
  次に電圧制御回路２について説明する。
【００３７】
  電圧制御回路２は、回路素子としては、抵抗Ｒ１－Ｒ３、ダイオードＤ１、コンデンサ
Ｃ１、から構成されている。これら抵抗Ｒ１－Ｒ３、ダイオードＤ１、コンデンサＣ１は
高耐圧である。これら部品として汎用的な高耐圧部品を用いると、それらの耐圧は数ｋＶ
ないし十数ｋＶであり、単体では耐圧を確保できない場合、複数個を直列接続して耐圧を
確保してもよい。例えば、ダイオードＤ１は、図１では図解の都合上、１個で示すが、複
数の高耐圧ダイオードを直列に接続して構成することができる。また、コンデンサＣ１は
、第２電源部として、高耐圧の複数のセラミックコンデンサを直列に接続して構成するこ



(7) JP 4770953 B2 2011.9.14

10

20

30

40

50

とができる。
【００３８】
  電圧制御回路２は、抵抗Ｒ２，Ｒ３の直列回路からなる抵抗分割回路２１と、抵抗Ｒ１
，ダイオードＤ１からなる電流制限回路と、コンデンサＣ１からなる第２電源部２２と、
を含む。第２電源部２２内において、抵抗Ｒ１は、高電圧発生回路１の出力端子１ｃと、
高電圧発生回路１内のトランス１２の二次側巻線一端側１ｂとの間に接続される。抵抗分
割回路２１に並列に第２電源部２２内のコンデンサＣ１が接続されている。高電圧発生回
路１の出力端子１ｃには、コンデンサＣ１の一端側と、抵抗分割回路２１の一端側とが共
通に接続されている。コンデンサＣ１の他端側と抵抗分割回路２１の他端側は共通に接続
されて、ダイオードＤ１のアノードに接続されている。ダイオードＤ１のカソードは二次
側巻線一端側１ｂからグランドラインＧＮＤに接続されている。この電圧制御回路２内の
抵抗分割回路２１の分割中点ａに放電針３が接続されてグランドラインＧＮＤとの間で放
電を生じさせるようになっている。
【００３９】
  以下、図２、図３を参照して、動作を説明する。
【００４０】
  まず、図２で示すようにマイクロコンピュータ５によりスイッチ６がＯＮにされると、
電圧生成回路４から高電圧発生回路１に電圧が供給される。高電圧発生回路１は、この電
圧供給により動作してその出力端子１ｃから高電圧を出力する。この高電圧出力は、図２
中で、破線で示す３つの第１ないし第３経路Ａ，Ｂ，Ｃからなる第１回路ループに印加さ
れる。第１経路Ａにおいては、この高電圧出力は、電圧制御回路２内の抵抗分割回路２１
からその分割中点ａにある放電針３に印加される。第２経路Ｂにおいて、コンデンサＣ１
にエネルギとして蓄積される。第３経路Ｃにおいて、上記高電圧出力は、抵抗Ｒ１を経て
グランドラインＧＮＤを経て、倍電圧整流回路の１ｂに接続されたコンデンサに流れる。
ＣＣは、グランドラインＧＮＤとの間での放電針３からの放電経路である第４経路を示す
。
【００４１】
  抵抗分割回路２１において抵抗Ｒ２，Ｒ３の抵抗値は互いに相等しく（Ｒ２＝Ｒ３）設
定されているので、高電圧発生回路１の出力端子における高電圧出力が例えば１０ｋＶで
あれば、抵抗分割回路２１の分割中点ａの高電圧出力は５ｋＶとなる。
【００４２】
  次に、図３で示すようにマイクロコンピュータ５によりスイッチ６がＯＦＦすると、電
圧生成回路４から高電圧発生回路１に電圧が供給されなくなり、高電圧発生回路１は高電
圧出力を停止する。そして、高電圧発生回路１内部の倍電圧整流回路１３に充電されてい
た電荷が抜けると、コンデンサＣ１に蓄積されていた電荷が放出される。このコンデンサ
Ｃ１は、高電圧発生回路１の動作時に電荷を蓄積していたので、コンデンサＣ１の両端電
圧は高電圧発生回路１の発生高電圧とほぼ同等電圧である。また、コンデンサＣ１の一端
側と抵抗分割回路２１の一端側との接続部ｂは、抵抗Ｒ１を介して高電圧発生回路１内の
トランス１２の二次側巻線１ｂに接続されたグランドラインＧＮＤに接続される。また、
コンデンサＣ１の他端側と抵抗分割回路２１の他端側との接続部ｃはダイオードＤ１のア
ノードが接続されている。したがって、コンデンサＣ１に蓄積されていた電荷の極性は、
抵抗分割回路２１の一端側である接続部ｂ側が正であり、抵抗分割回路２１の他端側であ
る接続部ｃ側が負となり、ダイオードＤ１からトランス１２の二次側巻線１ｂへの経路は
発生しない。
【００４３】
  結局、コンデンサＣ１に蓄積されていた電荷が放電される経路は、コンデンサＣ１→抵
抗分割回路２１→コンデンサＣ１で構成される第４経路Ｄと、コンデンサＣ１→抵抗Ｒ１
→トランス１２の二次側巻線１ｂ→放電針２→抵抗Ｒ３→コンデンサＣ１で構成される第
５経路Ｅとであり、これらで第２回路ループを構成する。
【００４４】
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  そして、第４経路Ｄにおいて、抵抗分割回路２１の分割中点ａにある放電針３の針先に
は、負の高電圧が印加され、負のイオンが放出されることとなる。この場合、抵抗分割回
路２１の抵抗Ｒ２，Ｒ３の抵抗値を上記のように相等しくして、抵抗分割回路２１の分割
中点ａの高電圧出力をその抵抗分割に対応した電圧とすることができる。
【００４５】
  以上説明したように実施の形態では、高電圧発生回路１からの高電圧を抵抗分割回路２
１で抵抗分割して分割中点ａで放電針３に印加制御している期間中にコンデンサＣ１に電
荷蓄積しておき、高電圧発生回路１が動作停止した時はコンデンサＣ１の蓄積電荷を逆極
性に放出して抵抗分割回路２１で抵抗分割して分割中点ａで放電針３に印加制御するので
、結局、放電針３には高電圧発生回路１が動作中では正、動作停止中は負の分割高電圧が
印加されて放電するようにしたので、放電針から正負両イオンを発生させることができる
。
【００４６】
  そして、実施の形態では、マイクロコンピュータ５は、スイッチ６のＯＮ／ＯＦＦデュ
ーティを制御することにより抵抗分割回路２１の両端側の高電圧印加デューティを変更す
ることで、放電針３の針先から発生する正負両イオンの発生バランスを調整することがで
きる。
【００４７】
  さらに、実施の形態では高電圧発生回路１へ電圧を供給するタイミングを、制御手段と
してのマイクロコンピュータ５によりスイッチ６のＯＮ／ＯＦＦデューティを制御するこ
とで、抵抗分割回路２１の両端側の高電圧印加デューティを変更して、放電針３の針先か
ら発生する正負両イオンの発生バランスを調整することができる。
【００４８】
  好ましい他の実施の形態として、図４で示すように、トランス１２の二次側巻線１ｂを
直接、グランドラインＧＮＤに接続するのではなく、抵抗Ｒ４を介してグランドラインＧ
ＮＤに接続している。放電針３の針先から放出される電荷は大地を通して抵抗Ｒ４を経て
倍電圧整流回路の１ｂに接続されているコンデンサに流れる。この帰還電流をイオン電流
検知回路７で検知すると共に、マイクロコンピュータ５はこの検知出力から、スイッチ６
のＯＮ／ＯＦＦデューティを制御することで、放電針３の針先から放出される正負両イオ
ンのバランスを調整できるようになっている。
【００４９】
  さらに好ましい他の実施の形態として、高電圧発生回路１内には、図１で示したコック
クロフト型の倍電圧整流回路１３に代えて、図５で示すように、全波整流回路１３ａを使
用することもできる。
【００５０】
  さらに好ましい他の実施の形態として、高電圧発生回路１内には、図１で示したコック
クロフト型の倍電圧整流回路１３に代えて、図６で示すように、ビラード回路１３ｂなど
の多段整流回路を使用することもできる。
【００５１】
  以上説明したようにいずれの実施の形態の除電装置においても、正または負のいずれか
一方の極性、実施の形態では正の高電圧を発生する高電圧発生回路１を用いて放電針３か
ら正負両イオンを発生させる除電装置において、一端側が高電圧発生回路１の出力端子１
ｃに接続された抵抗分割回路２１と、抵抗分割回路２１内に接続された放電針３と、高電
圧発生回路１の動作時と動作停止時とに応じて抵抗分割回路２１の一端側電位と他端側電
位とを交互に変化させ、抵抗分割回路２１内の放電針３に正負の高電圧を印加する第２電
源部２２と、スイッチ回路２３とを備えたことで、電源投入直後に放電針３に高い針先パ
ルス電圧が発生するようなことがなく、電源投入直後の除電動作が安定化する。また、本
実施の形態では、正負両イオンのイオンバランスを調整する場合、抵抗分割回路２１の一
端側電位と他端側電位とを交互に変化させることでデューティを変更させてイオンバラン
ス調整ができる結果、正負両イオンのイオンバランスを広い範囲で調整することができる
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【符号の説明】
【００５２】
　１　高電圧発生回路
　　　１１　トランス駆動回路
　　　１２　トランス
　　　１３　コッククロフト型の倍電圧整流回路
　２　電圧制御回路
　　２１　抵抗分割回路
　　２２　第２電源部
　３　放電針

【図１】 【図２】
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【図５】

【図６】

【図７】
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